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１．はじめに 

建設業における人材不足が叫ばれて久しい．働き方改革関連法のひとつである「時間外労働の上限規制」の

猶予期間が終了し，2024 年 4 月以降，建設業にも適用されることを考慮すると，人材確保や育成は喫緊の課

題である．特に地方においてはその傾向が顕著 1)である．しかし，人材確保が困難な根源的な原因は若者の人

口減少であり，建設業に限った問題ではないため解決は容易ではない．コロナ禍もあり，産業間の人材の流動

化も認められる中，他業界からの転職者も含めた人材の確保・育成が必要である． 

２．社会インフラ共創講座の概要と目的 

 （株）小野組と新潟大学は，令和４

年７月より人材育成に関する共同研究

契約（社会インフラ共創にかかる共同

研究）を締結し，社会ンフラ共創講座

として各種のオープン講座や実習を実

施しており（表1），2023年2月までの参

加者は，自社以外も含めのべ769人，講

義時間は224時間30分にのぼる．特に建

設基礎技術講座（表1の赤点線枠）は，

高卒・専門学校卒・大卒（建設系以

外）の社員を想定したボトムアップの

ための講座である．なお，このオープン講座は経済産業省の補助事業2)に採択され実施したものである． 

３．建設基礎技術講座の構成と成果 

 本講座は，社会人のリカレント教育の

一環として，大学の専門課程を修了して

いない社会人を対象としており，コンク

リート工学，構造力学，地盤工学の 3 分

野について実施した．内容的には大学の

カリキュラムにおける同講座の内容を

基礎的事項中心としてコンパクト化（15

回の講座を 8 回に集約）し，わかりやす

く再整理したものである．提供方法はそ

の場での質疑応答が可能なリアルタイ

ムでのオンライン配信とした．その他，

社会人が受講しやすい工夫として，開催時間を就業時間後とするとともに CPDS の認定講座とした．受講率（リ

アルタイム）は図 1 の通りであり，開催当初は約 60％と比較的高い参加率を示したものの，徐々に減少し最

終的には 20％程度となった．録画視聴を含めた受講率でも傾向は概ね同様である．なお，講座毎の受講率は

大きな差異が認められないため，基本的に講師の能力によるものではないと考えられる． 
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表 1 オープン講座一覧 

図 1 講座受講率の変化 

レベルのミスマッチ 

年末・年度末の繁忙期の影響 

大量降雪 
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４．受講率低下の要因分析 

 受講率低下の要因を分析すべく，講座の中間及び終了後にア

ンケート調査を実施した他，電話によるヒアリングを行い 38 名

から回答を得た．図 1 に示す受講率の変化と合わせた考察から，

支配的な要因として，①講座の技術レベルと受講者のレベルの

ミスマッチ，②年末・年度末に向けての業務繁忙期の影響，③大

雪等の突発的な影響が想定された．①については，アンケート調

査で 2/3 が「レベルが高く難しい」と回答している（図 2,Q3）

ことから主に開講初期の段階での減少，②については概ね 11 月

から 2 月にかけての漸減，③は 2023.1.25 の大雪に伴う緊急現

場対応に代表される突発的なイベントの発生（図 1）と考えられ

る．また，受講のインセンティブとして実施した CPDS 講座の認

定については，受講者の多くが経営審査事項に影響しない若手

技術者が中心であり効果が乏しかった．なお，リアルタイムで受

講できなかった欠席者に向け，録画した画像を YOUTUBE で限定

配信したが，繁忙期の受講率減少を補うには至らなかった．ただ

し，12 月後半から 1 月前半を除き，10～20 人程度が安定して視

聴しており，ヒアリング結果においても自由度の高さや残業回

避の観点からオンデマンド配信を求める意見が複数あったこと

から，オンデマンド配信が実質的な受講者数の増加に一定の効

果があると判断できる．この他，興味深い意見として，建築系

の技術者が土木に関する知識向上に役立ったとの意見が複数あった． 

５．今後の展開 

 社会インフラ共創講座の取組みは，今後も数年間継続する予定である．講座内容は補助の有無により左右さ

れる側面もあるが，建設基礎技術講座については，技術レベル（あるいは想定する受講者の想定）の見直しや

配信方法の変更等，初年度の課題をフィードバックしつつ，次年度は講義終了後のテストあるいはレポートを

課し合格者に対しては修了証の発行，その翌年には大学からの履修証明の発行を目指している． 

５．おわりに 

 地域社会の維持においては，その基盤となる既存インフラや地域防災力等の維持が不可欠である．災害の激

甚化，広域化を考えた時に，それらを担う建設業者が地域に存在しない場合，復旧・復興が遅れるとともに，

迅速かつきめ細かな対応が困難となることから，人口の更なる流出につながることは容易に想像できる．災害

をきっかけとした地域の衰退や消滅はあってはならない．これを回避するため，地域に根付く建設業の存在意

義は極めて大きいと考える． 
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図 2 受講者アンケート結果（抜粋） 
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